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環境保全活動
私達の住むかけがえのない地球を守り、
次世代に引き継いでいくために

企業と社会が持続可能な発展をしていくために、私たちは
社会の一員として地球環境と調和した経営を行う責任がある
と考えます。日東電工グループは、１９６０年代から自主的な
目標を定めて環境保全に取り組んできました。さらに、１９９６
年に「環境基本方針」を制定し、２００４年には環境経営のコン

セプトとそれを評価するための「環境経営指標」を制定して、
グローバルに環境経営を推進しています。
私達の住むかけがえのない地球を守り、次世代に引き継
いでいくために、日東電工グループは「新しい価値の創造」を
通じて、環境に配慮した企業活動を行います。

環境経営の推進

環境経営のコンセプト
経営理念および環境基本方針に則り、「事業活動に伴

う環境負荷の低減」と「環境保全に貢献するビジネスの
展開」を両輪として環境経営を推進しています。

効率を2倍に−環境経営指標
環境負荷付加価値生産性を環境経営指標として、2005年
度から2015年度の間に効率を２倍（指数を200）にすること
を目標に活動しています。環境負荷付加価値生産性とは、私
たちが創出した付加価値に対して事業活動が与える環境負

環境保全活動の推進体制

私たちは、経営理念ならびに環境基本方針に基づいた事
業活動を推進するために、代表取締役をトップとする専門組
織を設置し、グローバルで環境保全活動を推進しています。

1.	管理体制の構築
環境マネジメントシステムを整備し、効果的な環境保全活動を実
現する。

2.	活動の継続的改善
企業活動による環境影響を的確に把握し、技術的、経済的に可
能な範囲で環境目的・目標を定め、計画的な取り組みをし、環境
保全活動の継続的改善を図る。

3.	環境に関わる製品、技術開発の推進
環境負荷の低減を指向した製品開発、技術開発を行う。

4.	事業活動に伴う環境負荷の低減
省資源、省エネルギー、産業廃棄物の削減、リサイクルの推進に
企業活動のあらゆる面で取り組む。

5.	環境負荷物質の使用削減および排出抑制
環境に負荷を与える物質については可能な限り、代替え技術の開
発による削減及び排出の抑制を図り、環境負荷の低減に努める。

6.	環境法令の遵守
環境に関する法律、規制、協定などを遵守するとともに、必要に
応じ自主基準を設定し、環境保全に努める。

7.	環境教育と啓発
環境に関する教育、広報活動に努め、全従業員に「環境基本方針」
の理解と意識の向上を図り、実践に結びつける。

8.	社内監査を通じた環境管理レベルの向上
環境監査を定期的に実施し、環境管理レベルの維持、向上に努
める。

9.	社会貢献
環境に有益な技術、情報は必要に応じ公開し、社会に貢献する。

私達の環境に対する考え方　－　日東電工グループ環境基本方針

代表取締役社長

環境安全専門部署

環境安全委員会

グローバル
環境戦略

部門長（担当役員）： 代表取締役  取締役専務執行役員

企画立案 環境技術
開発 環境保全 防火防災 労働

安全
労働
衛生

交通
安全

グローバル
総合安全推進
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■エネルギー起因　■VOC起因　■産廃起因　■その他GHG起因 　　指数

年度 2005 2008 2009 2010 2011 2012
付加価値
（百万円） 318,098 328,264 298,890 332,153 300,365 332,860
環境負荷
（ton-EI） 876,846 815,973 814,210 826,178 822,979 845,349
生産性 0.363 0.402 0.367 0.402 0.365 0.394
（指数） 100 111 101 111 101 109

購入材料（溶剤を除く）
原材料

181,857ton

230,474ton

水
4,492,199ton

排水量
4,333,073ton

大気放出量
441,315ton

廃棄物排出量
51,221ton

製品
142,360ton

エネルギー
5,829,463GJ
（内購入
 3,905,400GJ）

購入溶剤 42,978ton
マテリアルリサイクル材料 5,639ton

マテリアルリサイクル材料量 18,012ton
プラスチック※ 5,639ton
溶剤 12,374ton

焼却量（エネルギーリサイクル） 47,364ton（1,922,382GJ）
廃棄物焼却※ 6,045ton
溶剤焼却 41,259ton

購入電気 1,277,219GJ
その他エネルギー 2,628,181GJ
リサイクルエネルギー 1,922,382GJ
自家発電 1,681GJ

社外リサイクル量 50,937ton
社内リサイクル量※ 11,684ton

最終処分量 284ton

CO2 440,342ton
有機溶剤 973ton

公共用水域 2,739,864ton
下水道 244,344ton

水道水・工業用水 2,155,494ton
地下水 2,195,677ton
リサイクル水 141,028ton

エネルギー
リサイクル

水リサイクル

マテリアルリサイクル

製造プロセス

荷を表す指標です。事業活動によって創出した付加価値※1

を、付加価値を生み出すために要した環境負荷量※2で割るこ
とで算出します。

2012年度の環境負荷付加価値生産性

0.394百万円/ton-EI　指数※3は109

2012年度は、前年度と比較して環境負荷付加価値生産性
が少し向上しました。環境負荷量は大きく変わりませんでし
たが、付加価値が増加したためです。しかし、2015年度目標
の達成には、さらなる環境負荷量の削減と付加価値の向上が
必要なため、グローバルで一丸となり取り組んでいきます。

※1	付加価値（単位：百万円）=売上高－（材料費＋外注費＋エネルギーコスト）
※2	CO2排出量をベースに、エネルギー、産廃、VOCなどを当社独自の係数を

用いて環境負荷に換算した値（単位：ton-EI）
※3	2005年度を100として、環境負荷付加価値生産性の変動を表したもの

事業活動が環境に与える影響−マテリアルフロー（単体）－

環境負荷付加価値生産性の推移 （環境負荷・指数）（連結）

環境負荷付加価値生産性の推移 （連結）

※廃棄物の社内リサイクル分は、プラスチックリサイクルおよび
廃棄物焼却による熱回収に用いられる 
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気候変動への取り組み

気候変動に対する私たちの考え方
世界のエネルギー使用に起因するCO2排出量の半分近く

を産業部門が占めており、私達にとってCO2削減は重要な課
題の１つです。環境基本方針に従い、省資源、省エネルギー、
産業廃棄物の削減、リサイクルの推進に企業活動のあらゆる
面で取り組むことにより、CO2の削減を推進しています。

CO2排出量の推移 （Scope 1+2）

2012年度のCO2排出量：707,776トン（連結）

2012年度のCO2排出量は前年度と比較して増加しま
した。一方、生産高百万円当たりのCO2排出量は899kg-
CO2/百万円と前年度から減少し、生産高原単位は向上しま
した。CO2排出量が増加した主な原因は、CO2排出要因の
71%を占めるエネルギー使用量が削減できなかったためで
す。また、日本の生産拠点における購入電力のCO2排出係
数の悪化（原子力発電所の停止などによる）の影響を受けて
います。
今後も、製造時のエネルギー効率が良い製品やプロセス
の開発に取り組んでいきます。

サプライチェーン全体でのCO2排出量の見える化	
（Scope 3）
日東電工グループでは、サプライチェーン全体として気候
変動にどのような影響を与えているかを把握する試みを行っ
ています。2012年度は、お客様に製品をお届けする際に発
生するCO2の排出量を算出しました。
サプライチェーン全体での把握に向けて、その他の項目に

ついても算定方法を確立していきます。

電力･燃料
71%

溶剤燃焼処理
27%

産廃焼却
2%

２０12年度
CO2排出量

707,776t-CO2/年

日本66%

台湾8%

中国10%

２０12年度
CO2排出量

707,776t-CO2/年

韓国8%

ベルギー4%

マレーシア2%
アメリカ1%
ベトナム1%
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2005 2008 2009 2010 2011 2012 （年度）

231,095

547,155

28,423
143,893

■単体　■国内Gr　■海外Gr　　  原単位（連結）

1,641
1,481

414,516

27,672

243,906

1,225

418,207

27,766

243,685

1,023

424,347

28,877

253,997

1,023

406,264

27,519

247,566

1,015

440,342

24,089

243,345

899

（t-CO2/年） （kg-CO2/百万円）

（　　　　）

※本ページに記載されているScope1、2、3は、GHGプロトコルの算定範囲を表しています。

CO2排出量･生産高原単位の推移 （Scope 1+2）（連結）

要因別CO2排出量（連結） 国別CO2排出量（連結）

2012年度総温暖化ガス排出量　（単体）（Scope1,2 and 3）: 449,039 t-CO2

購入電力
147,132 t-CO2 293,210 t-CO2

8,697 t-CO2

Scope 2
製造

Scope 1
パートナー様

輸送 お客様

Scope 3

算定方法を現在検討中です。

日東電工グループはカーボンディスクロージャープロジェクトを通じて、気候変動に関わる情報を公表しています。 
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※本ページに記載されているScope1、2、3は、GHGプロトコルの算定範囲を表しています。

水資源の管理

2012年度の水使用量：4,784,542トン（国内拠点）

偏光板、フレキシブルプリント基板の製造工程で多くの水
を使用します。自社のメンブレン製品を活用し、排水をリサ
イクルするなど、水資源の有効活用に取り組んでいます。製
造には多くの水を必要とするため、物理的渇水地域（水資源
使用率＞75%の地域）では生産は行っていません。排水する
際には、社内で適切に処理を行って放流しています。

化石資源の有効利用

2012年度の化石由来エネルギー使用量：5,752,818GJ（連結）

私達メーカーにとって、原材料やエネルギーとして使用す
る化石資源の枯渇は重要な問題です。持続可能な発展の
ために、省エネやロスの削減を通じて、材料ならびにエネル
ギーの有効利用に取り組んでいます。併せて、非化石由来の
原材料や再生可能エネルギーの導入も進めています。

廃棄物の管理

2012年度の廃棄物発生量・生産高原単位：154kg/百万円（連結）

日東電工グループで発生する主な廃棄物は、テープを切
断した際に発生する端部とフィルムを打ち抜く際に発生する
打ち抜きカスなどです。私達は、日東電工グループ廃棄物管
理規程に則り、廃棄物を適正に管理しています。発生してし
まった廃棄物は、可能な限りリサイクルしています。
※廃棄物 ： 産業廃棄物、一般廃棄物、有価物の合計

有機溶剤の管理

2012年度の有機溶剤大気排出量：1,330トン（連結）

環境への影響を極小化するために、有機溶剤ガスの燃焼

処理装置や溶剤回収装置などを導入してきました。これらの

環境設備は、必要なすべての工程に設置されています。さら

に、有機溶剤の使用量削減にも取り組んでおり、有機溶剤の

大気への排出は減少傾向にあります。

水使用量の推移（社内リサイクル水を含む）（日本国内拠点のみ）

購入エネルギー量･生産高原単位の推移（化石資源由来）（連結）

廃棄物発生量･生産高原単位の推移（連結）

溶剤大気排出量・生産高原単位の推移（連結）
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サステナブルプロダクツの提供

環境保全に貢献するビジネスとしてサステナブルプロダク
ツの開発ならびに提供に取り組んでいます。

サステナブルプロダクツ	
（Sustainable Products）とは
日東電工グループでは、環境保全に貢献する製品をサス

テナブルプロダクツと呼んでいます。
私たちは独自の定義を定め、「地球環境問題の解決に役立

つ」「製品のライフサイクルを通じ、資源を有効的に活用する」
という２つの評価軸で製品を評価し、環境保全への貢献度に

サブカテゴリー名称 No. 定義 

A. 環境配慮製品

A-1 顧客の要求、法令及び日東電工グループ化学物質自主管理規程などで定められた禁止物質を含まない、または削減物質と指定された物質を低減した製品。 

A-2 
自社製品または他社製品との比較において、原料採取から自社の工程（製造、廃棄および物流）までのいずれかの工程で
発生する環境負荷（エネルギー、廃棄物発生量など）が低減され、かつ原料採取から自社の工程までの環境負荷の総和が
低減されている製品。 

B. 環境貢献製品 

B-1 自社製品、他社製品または従来技術との比較において、顧客の使用から廃棄までのいずれかの工程で発生する環境負荷が低減され、かつ顧客の使用から廃棄までの環境負荷の総和が低減される製品。 

B-2 
地球規模の環境問題を解決するのに役立つ製品。または、ライフサイクルアセスメント評価（Life Cycle Assessment）※

などの評価手法において、その原料採取から製造、廃棄に至るまでのライフサイクルで発生する環境負荷を総合評価し、
その結果が地球環境に対しポジティブ（環境回復）になる製品。 

応じて、日東電工グループの環境配慮型製品もしくは環境貢
献製品に認定しています。

サステナブルプロダクツの定義
2012年度に、サステナブルプロダクツの定義並びにサブ

カテゴリーの名称を見直しました。下表の定義に基づいてサ
ステナブルプロダクツの認定を行っています。

サステナブルプロダクツの認定数
2012年度は2050製品を環境配慮製品に、20製品を環境
貢献製品に認定しました。 

資源の有効利用（ライフサイクルアセスメント※)

地球環境問題

1

2

ライフサイクルアセスメント

産 廃

原材料の
生産

A‒1 環境配慮製品 B‒1 環境貢献製品

A‒2 環境配慮製品 B‒2 環境貢献製品

資材
メーカー

生産
事業活動

エネルギー

産廃
エネルギー

産 廃 産 廃
エネルギー エネルギー エネルギーエネルギー

CO2

加工 廃棄消費者

Positiveに作用
環境回復、環境問題解決に寄与　

Negative を抑える
環境負荷物質の使用を低減
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生物多様性の保全

持続可能な社会を形成するために、日東電工は1997年か
ら、日本経団連の「日本経団連生物多様性宣言」推進パート
ナーとして生物多様性の保全に取り組んでいます。 
この宣言の基本的な考え方に従い、生物多様性により一層
配慮した事業活動を推進しています。

UNEP（国連環境計画）の活動サポート

日東電工グループは、持続可能な社会をめざして活動す
るUNEPに賛同し、２０１０年度から協賛サポーター企業を
つとめています。UNEP公式機関誌である「Our Planet」と
「TUNZA」の日本語版発行と普及を支援しています。

	

2012 年度の環境保全活動ハイライト

グループ全体で環境保全活動の方針や課題を共有 
グループ全体の環境保全の取り組みについて意見を交換
する場として、2003年から３年に１度、環境グローバル会議
を開催しており、2012年度は日本で行いました。
50拠点から約200人が参集し、環境に関する世の中の動
向や、私たちの環境保全活動の課題やあるべき姿、目標な
どについて話し合いました。この会議であげられた課題を
2013年度の活動方針に反映し、着実に取り組んでいきます。

「E-BOX」が世界包装機構のコンテストで受賞 
環境に配慮した包装材料「E-BOX」が、世界包装機構主催
のワールドスターコンテストにおいてワールドスター賞およ
びサスティナブルアワードを受賞しました。 
従来の包装材料に比べてCO2排出量が57%削減でき、輸
送時の積載効率が上がるという点が評価されました。

全従業員が自宅で省エネに取り組み、約40トン
のCO2を削減 
私たちは、環境に対する従業員の意識啓発として、2009
年度から「Green Design Action」を展開しています。
2012年度は、従業員が自宅などで身近にできる省エネに
取り組み、約40トンのCO2を削減しました。

私たちは、サステナブルプロダクツの認定にライフ
サイクルアセスメントの考え方を取り入れています。
ライフサイクルアセスメントとは、資源の採取から製
造、使用、廃棄、輸送など全ての段階を通して環境影
響を定量的、客観的に評価する手法です。 
ライフサイクルアセスメントは 1. 目的・評価範囲
の設定、 2. インベントリ分析、 3. 影響評価、 4. 解釈
の４つのステージで構成されていますが、2012年度
は2つの製品についてCO2排出量のインベントリ分析
を実施しました。
2013年度は、CO2排出量以外のインベントリ分析

も進め、私たちの製品が社会にどのような影響を与え
ているか定量的に把握します。

※ライフサイクルアセスメント	
　（Life Cycle Assessment）


